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先日、弊社の台北支店の駐在員と意見交換をする機会があった。意見交換の中心を占めたのは、今、

台湾において最も注目を集める政策上の論点である、中国と台湾当局の間での両岸経済協力枠組み協

定（ECFA：Economic Cooperation Framework Agreement）と、台湾における成長戦略について

であった。 
ECFA とは、国家間の関係でいうところの自由貿易協定（FTA：Free Trade Agreement）に当た

るもので、物品の関税をはじめとした貿易における障壁を取り除くことを目的とした協定である。こ

れが締結されれば、台湾にとって最大の貿易相手国である中国での競争力という観点で他国に有利に

立つことになり、中国で消費される物品や、最終的な組み立てが行われる物品の製造拠点としての魅

力を増すことになると考えられている。 
この ECFA の締結は早ければ今年 6 月とされているが、台湾には国際競争力という観点で、もう

ひとつ強力な強みがある。それは、最高でも 17%という魅力的な法人税制である。法人税について

は従来 25%であったものが今年に入って引き下げられており、さらに、全土の港湾の経営統合、特

区を設定した最低賃金規制の除外措置などの、革新的な成長戦略のための具体的なアイディアも議論

されているようである。 
日本でも、成長戦略の議論は盛り上がりを見せつつある。経済産業省や国土交通省で提言がまとめ

られているだけでなく、経団連をはじめとする経済界や自民党やみんなの党といった野党からも提言

が出されており、最終的には 6 月に政府としての新成長戦略がまとめられる見通しである。論点とし

ては、台湾で議論されているような FTA や法人税率などの問題が、日本でも同様に提起されている。

ただ、当然ながらあらゆる政策にメリットを受ける主体と、デメリットを受ける主体が存在すること

を勘案すると、踏み込んだ内容にするには、相当のリーダーシップと、これに基づく国民の納得感と

覚悟の形成が求められるだろう。 
このような中で我々が強く意識しなければならないのは、政策もまた各国政府の政策同士の相対的

な関係の中で評価される時代が始まったということである。その前提として、企業の多国籍化や人材

の国際化が、ビジネス上の利便性の高い地域への経済活動の移転を容易にしたという現実がある。日

本国内でのコンセンサスだけを意識して最大限努力した政策を作っても、他国の当該分野での政策に

劣後する内容では、まったく意味を成さない。それどころか、当該分野での日本のマイナスを明らか

に宣言することになり、企業や人材の回避行動を誘発してしまう。仮にその分野で魅力的な条件を提

示できないのであれば、他国が踏み込めない別の分野を見つけ出し、そこで差をつける努力が求めら

れる。そういった視点がより強く必要とされるのである。 
従来、政府や政策とは、国内では唯一無二の存在で、競争という発想に乏しい独占事業であった。

しかし今後は、アジアの競合国の政府との競争という大きな環境変化にさらされているという認識が

必要である。このような認識に基づき、主権者である国民や納税者としての企業が政策に厳しい評価

の目線を送ると共に、政府には国際的な競争に備えて効果的な政策を実現できるだけの財政余力を持

つことの重要性を、強く求める必要があるのではないだろうか。 
 

平成 22 年 6 月  公共経営戦略コンサルティング部  福田 隆之
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１．はじめに 

 
上下水道や交通事業、道路、公園といった

インフラ分野において、新たな官民連携によ

る事業実施手法の導入が始まろうとしている。 
今般、「国土交通省成長戦略」が公表された。

そこでは、次の 3 点を柱とした「新しい市場

環境を構築」することを政策の「基本原則」

としている。 
すなわち、「“財政に頼らない成長”を大原

則とし、限られた公共投資を費用対効果に応

じて集中的に配分する」、また「成長の足かせ

となっている規制緩和に取り組み、民間の新

しい提案、大胆な経営を促進させる」、さらに

「ファンドや PPP*１に代表される“民間の知

恵と資金”が積極的に活用される仕組みを導

入し、新たな資金の流れを市場に誘導する」

といった点である。 
これらの基本原則のうち、特に注目される

のは、これまで国や地方自治体が国債・地方

債を通じた資金調達により整備、運営してき

たインフラ事業において、資金の流れ方を一

部転換し、民間事業者の資金調達を通じてサ

ービス水準の向上を図ろうとしていることで

ある。 

 
図表１ インフラ事業への資金の流れ 
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民間事業者が受益者から料金を受領し、自

らの責任でインフラ事業を行う方法として、

世界的に「コンセッション」と呼ばれる方法

が広く浸透している。これまで、わが国では、

コンセッションに近い方法として地方自治法

に定める指定管理者制度、ならびに PFI 法に

よる PFI 事業などが導入されてきた。いずれ

の方式も国内で多数実施しているものの分野

は限られており、インフラ事業全般に導入さ

れる状況にはなっていない。 

 
コンセッション方式を用いた官民連携と持続的な地方インフラ経営 

㈱野村総合研究所 公共経営戦略コンサルティング部  上級コンサルタント  持丸 伸吾

                          副主任コンサルタント 北崎 朋希

                          コンサルタント    福田健一郎

NRI Public Management Review 

*1 Public Private Partnership の略。民間の知見や資金を活用しながら公共サービスを提供することを指

す。PFI、指定管理者制度及び包括委託等を包含する概念である。 



NRI パブリックマネジメントレビュー June 2010 vol.83 －2－ 
当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。 
Copyright© 2010 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission. 

しかし、前述の成長戦略では広範なインフ

ラ事業を想定して提言されている。それと軌

を一にして、内閣府において PFI の一層の推

進の観点から、コンセッションについて具体

化が可能な法改正を行う方向で検討されてい

る。これまで民間事業者では実施不能であっ

たインフラ事業について、「コンセッション」

方式によるサービス提供が、急速に普及・進

展していく見込みである。 
このような民間活用型のインフラ事業展開

の考えの背景には、世界で成長するインフラ

投資の果実を国内産業の成長に取り込む、と

いう産業育成的な視点がある。それに加え、

今後、急速に更新時期を迎える国内インフラ

資産の更新投資を実現するためには、民間資

金の活用をせずしては不可能である、との財

政事情視点の二つが挙げられる。 
ここでは、前述の産業育成的な視点は他の

機会に譲り、国内インフラ資産への民間の資

金と知恵の活用という点に絞って議論を展開

する。 
民間活用型のインフラ事業の効用としては、

既存資源の有効活用による経済性の向上とい

う点と、負債圧縮等の効果が見込まれる点が

挙げられる。既存資源の有効活用とは、低未

利用の空間を活用して、経済的な価値を生じ

させることにより、その収益を公共施設の管

理等の費用として充当し、自治体等施設保有

者のコストの削減を実現するものである。負

債圧縮等の効果とは、コンセッション導入に

よる事業権の売却収入の負債圧縮に加え、将

来的な追加負担リスクの極小化効果のことで

ある。 
以下では、このような民間活用型のインフ

ラ事業の論点について明らかにした上で、今

後のあるべき進展の方向性などを提案する。 
 
 
２．厳しさを増すわが国の地方財政 

 
わが国の地方財政は、少子高齢化、膨大な

借入金といった厳しい環境にさらされており、

健全化に向けた対応が急務となっている。 
地方債現在高、企業債現在高のうち、普通

会計負担分及び交付税特別会計借入金残高を

加算した地方公共団体の借入金残高は、2008
年度末時点で 197 兆円に達しており、1994
年度末の 106 兆円の 2 倍弱となっている。 

 
図表２ 地方財政の借入金残高の推移 
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出所）総務省『地方財政白書』（2001、2005、2010 年度各版） 
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その一方で、公共インフラは、整備が急速

に進んだ 1950 年代半ば～1970 年代初頭（高

度経済成長期）から 40～50 年が経過し、更

新投資の時期を迎えている。国土交通省所管

の社会資本では、2020 年過ぎには、投資可能

総額が不足し、耐用年数切れの社会資本の更

新が十分にできなくなると指摘されている。 

また、2007 年には、地方財政の健全化を目

的とした「地方公共団体の財政の健全化に関

する法律」が成立しており、「実質公債費比率」

や「将来負担比率」といった指標により、追

加投資に対する制約は厳しくなっているのが

実情である。 

 

図表３ 社会資本投資の長期的見通し 
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注）国土交通省所管の社会資本(道路、港湾、空港、公共賃貸住宅、下水道、都市公園、治水、海岸)

を対象とした試算である。また、2005 年度の投資可能額について、国が管理主体の社会資本

は対前年比マイナス 3％、地方が管理主体の社会資本は対前年比マイナス 5％と設定している。 
出所）国土交通省『国土交通白書』（2005 年度） 

 

３．新たな官民連携の意義 

 
１）「コンセッション方式」を活用したインフ

ラ経営 

地方財政が、インフラ更新投資の多量の資

金需要への対応と地方財政指標の悪化回避と

いう難題を抱える中で、地方公共団体の中に

は、従来型の公債発行による施設整備・更新

が従来以上に困難になるものが出現すること

が予想される。 
このような状況下で、必要なインフラを整

備・維持していくための方策として考えられ

るのが、「コンセッション方式」を用いた官民

連携である。コンセッション方式は、フラン

ス等の欧州大陸諸国を中心として、広く用い

られているインフラ事業の経営方式の一つで

ある。コンセッション方式では、新設・更新

業務の実施やそれに伴う資金調達も含めて、

事業を実施する権利（事業権）を民間企業に

付与することとなる。事業権を取得する民間

企業は、契約に基づき事業を実施するととも

に、新設・更新投資資金及び維持管理資金を

インフラ利用者から料金の形で直接回収する。

また、自治体が既存のインフラ事業の事業権

を民間に付与する際には、事業権の対価を受

け取ることになり、そのキャッシュを充当す

ることによって、既往債務の削減に資するこ

とも可能になる。 
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コンセッション方式は、委託される事業範

囲が広く、また事業者が直接料金収受を担う

ことから、一見するといわゆる「民営化」と

同義と捉えられがちであるが、大きく異なる

ものである。コンセッション方式では、発注

者たる公的セクター（国または地方公共団体）

が事業資産を保有することが前提である。ま

た、料金設定権限についてもインフラの性格

に応じて公的セクターが決定権を留保するこ

とや、インフラ事業の独占性ゆえ過剰投資・

過小投資とならぬような投資計画に関与する

等により、インフラの公共性を担保しつつ包

括的に事業権を付与することが可能な仕組み

となっている。 
 

図表４ インフラ事業における官民役割による事業方式 
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２）コンセッション方式と現行のＰＦＩ事業、

委託制度との比較 

現在、一部の社会資本整備において活用さ

れている PFI(Private Finance Initiative)事
業では、自治体が債務負担行為によって民間

事業者に対価を支払っているケースがほとん

どである。既述の財政指標との関係において

も、サービス購入型 PFI 事業では自治体の債

務として認識するとの整理がなされている*２

ことから、地方公共団体にとっては、PFI 以

前の公共事業との違いが認識しづらい状況が

生じている。 

また、昨今では、PFI に限らず、水道事業に

おける第三者委託、下水道事業における包括

的民間委託等の委託スキームが整備されてき

たところであるが、委託の範囲は、技術上の

業務に限定されていたり、運転管理が中心で

あったりするなどして、新設・更新といった

資本投下を含んだ委託は行われていない。ま

た、これらの委託は、事業者の経営努力によ

って創出された収益が、自治体側からみると

委託費の削減余地として認識されることもあ

り、受託企業の受注意欲が削がれるケースも

見られる。 

*2 内閣府民間資金等活用事業（PFI）推進室資料「地方財政にかかわる最近の動き」 
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３）高まる行政財産の民間利用 

一方で、資源の有効利用の面からは、行政

財産の民間利用への期待が高まっている。道

路や公園等の行政財産の民間利用は、これま

で目的外使用許可によって限定的ながらも取

り組まれてきた。しかし、目的外使用許可は

行政行為であるため、賃借権等の私権の設定

が困難であり、使用期間中に許可が取り消さ

れても補償を求めることはできなかった。そ

のため、目的外使用許可による民間利用は、

宝くじ売場や屋台村等の撤去可能な簡易建築

物による小規模な取り組みに留まっているの

が現状である。 
一方、道路や公園等の行政財産の維持管理

費用は、今後ますます増加することが予想さ

れ、多くの地方公共団体にとって大きな負担

になると予想される。そのため、これまで単

一機能の確保を前提に提供されてきた行政財

産は、民間のノウハウや資金を取り込むこと

で、多機能化や行政負担の軽減化を行う必要

が迫られている。これにより、民間活用が限

定されてきた道路や公園等の公共空間に、新

たなビジネス機会が多数創出されることで、

地域産業の活性化にも寄与することが見込ま

れる。 
 

４．具体的なスキーム 

 
１）水道事業・下水道事業の場合 

水道事業では、すでにいくつかの先進的な

自治体で、コンセッション方式に類似した経

営方式の検討が行われている。水道法上、地

方公共団体以外の者であっても、区域内の地

方公共団体の同意があれば法令上の水道管理

者として事業を実施できる。これにより、市

が資産を保有したまま、新たな水道事業者に

水道資産を貸し付けることで、事業実施を可

能にするものである。 
現行のスキームは、地方公務員の出向に係

る制約や、料金水準への公的関与の十分な担

保という意味で水道事業会社に自治体も出資

するスキームが選好されているものと考えら

れる。しかし、出向に関する国の規制緩和や、

契約上、料金水準や料金改定ルールの明確な

規定が可能になれば、民間 100%出資の会社

による事業受託が進み、事業者間の受注に向

けた競争・企業努力を通じた効率経営が実現

するものと考えられる。 
なお、下水道事業については、下水道法に、

地方公共団体以外のものが下水道管理者とな

ることが想定されていないことから、現行制

度下では水道と同様の形態を取ることは困難

である。 
 

図表５ 水道事業におけるコンセッション契約のイメージ 

水道事業会社
（特別目的会社）

市町村

民間事業者
（スポンサー）

利用者

金融機関、資本市場
返済

出資
業務
委託

契約

事業契約

事業権
対価支払

利用料金給水契約

委託料

・原水の確保
・事業者のモニタリング
・緊急時対応
・水道施設の保有

・水道事業会社は、100%民間企業または
市町村との第三セクターが想定される

・事業運営、施設の運転管理・修繕・更新、
料金収受を実施する

資金の流れ

契約

凡例

 
出所）加西市水道事業あり方検討業務報告書 
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*3 立体道路制度の方法は、新設または改築された自動車専用道路等について、道路区域を立体的な区域で

指定して活用するものである。 

２）道路や公園等の行政財産における民間利

用の可能性 

①限定的な道路空間の利用状況 

道路や公園等の上下空間は、現在の法制

度でも、ある程度の利用が許容されている。

道路の上下空間を利用するためには、「①道

路占用許可による利用、②立体道路制度*３

による利用、③道路の廃止による利用」の

三つの手法が存在する。なかでも③の利用

方法は、道路管理者が道路を廃止、または

付け替えを行うことで、上下空間を活用す

るものである。この手法は、主に市街地再

開発事業によって狭小街区の大街区化を推

進するために数多く行われてきたが、道路

の通行機能と上下空間の活用を一体的に行

われた事例は少なかった。しかし近年、都

市再生特別地区を活用とあわせて、道路の

通行機能を維持向上し、上部空間を民間事

業者が利用する動きがみられる。 
2012 年 1 月に竣工予定の銀座三越新館

は、区道 427 号を挟んで本館と隣接する別

館跡地に建設中である。この新館は、地下

フロアと地上 3 階以上のフロアは本館と一

体化される予定であり、一般的な百貨店に

みられる本館と新館の連絡通路よりも一歩

進んだ施設整備となる。これは、区道 427
号の廃止・付け替えによって民間敷地とな

る部分を貫通通路（地区施設）として位置

づけ、上部空間を民間事業者が利用するこ

とで道路によって分断された敷地を一体的

に有効利用する仕組みである。貫通通路は、

都心商業空間の充実とエリア活性化のため

のパサージュ空間として、民間事業者が歩

道や舗装の整備を実施する。 
このような都心部における道路空間の利

用は、民間事業者にとって極めて高い意向

が存在するものと思われる。しかし、道路

の廃止・付け替えの対価設定や廃止した道

路の付け替え先の確保ができない等の理由

から、同様の手法を円滑に活用することは

困難と考える。そのため、道路の通行機能

を維持し上部空間の利用が可能となる新た

な法制度を早急に構築することが求められ

ている。 
 

図表６ 銀座三越新館における道路上部空間の利用 

銀座三越
本館

銀座三越
本館

晴海通り

中央通り

銀座三越
新館

廃止される
区道427号

銀座三越
新館

立面図

中
央
通
り

地
下

廃止される
区道427号

利用される
上部空間

⇒通行機能は維持

⇒道路付替えで取得
した空間の利用

道路付替えで
拡幅される三原通り

平面図
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②新たな道路空間の利用制度像とは 

既存の一般道路の上部空間の利用を認め

るには、公共空間である道路の上部空間を

利用してまでも建築物を設置しなければな

らない公益性・公共性の判断が求められる。

また、上部空間の利用に対する適正な対価

の設定方法や、手続きの透明性の確保等を

十分に考慮する必要がある。この制度設計

には、現在の都市再生特別措置法における

都市再生特別地区の活用方法が大いに参考

になると思われる。都市再生特別地区は、

都市計画法及び建築基準法によって指定さ

れている用途や形態等の制限を一旦解除す

る仕組みである。地方公共団体は、民間事

業者から提案してきた都市再生に貢献する

取り組み（環境配慮や地域活性化等の公益

的な取り組みが多い）に応じて、用途や形

態等の制限を新たに決定する。この手法は、

実質的な容積率の緩和手法として民間事業

者に広く定着しており、2009 年 12 月末時

点で 48 事例存在する。 

この制度をもとに、新たな道路空間の利

用制度像として、次のようなものが考えら

れる。道路管理者は、民間事業者の利用目

的が地方公共団体の都市政策と合致し、そ

の対価として行われる取り組みまたは金銭

的な支払いが認められる場合のみ道路を廃

止し、民間事業者へ譲渡する。しかし、現

在の道路の通行機能を維持するため、民間

事業者に対して都市計画法第 12 条の 5 第 2
項の地区整備計画を策定して貫通通路の指

定を義務付ける。さらに道路管理者は、民

間事業者から貫通通路の区分所有権を無償

譲渡してもらうことで、道路の通行機能維

持に必要な空間は所有し続けることが可能

となる。 
このように、PPP による道路空間のオー

プン化を推進するためには、今後、道路機

能を維持するために必要な空間はどの範囲

までなのか、どの地区であれば道路空間を

狭めても支障はないのかという議論を深め

ていく必要があるだろう。 
 

図表７ 新たな道路空間の利用法の提案図 

道路管理者

＜現在の既存道路空間の利用方法＞

利用者

占有許可
による利用

＜新たな道路空間の利用方法＞

道路の
廃止

付替え

道路空間を
取得し利用

道路の
占有許可

道路空間を
借りて利用

道路管理者

利用者

区分所有
権の設定

道路空間の
一部提供

道路の
廃止

道路空間の
取得

地方公共団体

貫通通路の
指定

区分所有権
の無償取得

取得対価
の支払

廃止妥当性
の判断

利用又は
取得対価
の支払

道路の廃止・付替え
による利用

道路機能
の維持

道路上部
空間の利用

道路機能の維持と上部空間の利用を両立した利用方法の構築

※廃止や付替えが困難な
場合には実現不可

※借地借家法の適用外であり
法的位置づけが弱い

 
 
５．新たなＰＰＰにより期待される効果 

 
従来型の PPP・PFI に加えて、事業権等に

も着目した「新たな PPP・PFI」がもたらす

効果を、消費者、企業（事業会社、金融機関）、

政府の三者の視点から整理すると以下のよう

になる。 
まず、消費者の視点からは、より良いサー

ビスを安価に享受できる環境が整備されるこ

とが指摘できる。すなわち、従来型の「官」
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による事業経営に代わって、「民」が参入可能

な環境が整備されることにより、官民間に「誰

が最も効率的にサービスを提供できるのか」

という観点からの競争原理が働くことが期待

される。 
企業、特に事業会社の視点からは、受託ビ

ジネスの一層の拡大機会の提供、もしくは、

新たに参入可能な市場創出という観点での利

点が考えられる。例えば、水道事業では、従

来の地方公共団体に変わって、民間企業（ま

たは民間企業と地方公共団体が共同出資した

第三セクター）等が水道管理者として、設備

投資や設備投資に伴う資金調達及び維持管理

に至るまで、一括して業務を受託する先進的

な形態を検討する自治体が見られる（兵庫県

加西市の例）。特に、事業計画部分も含めて、

水道事業の管理運営ノウハウを民間企業が蓄

積することは、海外の水関連事業への参入を

促進するという意味でも効果的と考えられる。

また、低未利用地を開放して、民間企業が事

業実施できるようになることで、新たな経済

的な付加価値の創出につながる可能性がある。 
従来型の公共事業や既存の PFI事業の大部

分を占めていたサービス購入型 PFI 事業が、

地方債（または公営企業債）による調達を前

提としていたのに対して、新たな PPP では、

事業や受託企業の信用力を背景にした民間資

金の活用が進むことが見込まれる。その際に

は、民間金融機関が必要な資金の供給者とし

ての役割を果たすことが期待される。特に、

銀行等が貸出先の事業経営を監視し、事業の

収益性、リスクをより明確に判断することで、

利息収入、配当収入をより高める貸出条件を

設定することも場合によっては可能になろう。 
そして、政府は、事業権を民間に引き渡す

ことの引き換えに、既往債務の削減や追加的

な債務蓄積の回避といった形で、財政健全化

と住民へのサービス提供の両立を図ることが

できる。 
 

 
図表８ 新たなＰＰＰにより期待される効果 

公的部門

民間事業者

利用者（消費者）

金融機関、資本市場

・受託者間の競争により、質の高いサービスを享受可能になる。
・在住する地方公共団体の財政事情に係らず、サービスを受けることができる。

・受託事業の拡大（コンセッション）、未利用地での付加価値創出が可能になる。
・広い範囲で受託経験が深まることで、海外インフラビジネス市場での競争力も強化できる。

主体 メリット

・地方債から、経営規律をコントロール可能な資金供給スタイルへの移行が可能になる。
・上記に伴い、スプレッド設定の自由度の拡大することが可能になる。

・事業権の売却に伴う収入増とそれに伴う既往債務の削減が可能になる。
・債務を累増させることなく、公共サービスを持続的に提供することができる。  

 
６．おわりに 

 

新たな民間活用型事業の導入にあたっては、

いかにして双方にとってメリットのある事業

方法を実現するか、ということにかかってい

る。これまでの PFI 事業や指定管理者制度で

は、どちらかと言えば発注者である公共側の

事情が濃く反映され、結果として民間事業者

の知恵や資金が十分に活用されているとは言

い難い事例が多い。 
長期にわたる更新投資等を含む事業運営に

ついての一定の責任を民間事業者へと「売却」

するコンセッション方式においては、その適

切な対価の設定方法も重要となる。英国の民
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営化された水道事業においては、民間事業者

が一定の利益を出せるよう規制当局が料金水

準を定めており、ある意味では民間事業者が

長期にわたり水道事業を運営することを可能

としている。これは、長期安定的に水道サー

ビスを事業者に提供させるためには、一定の

経済的な安定性は不可欠であり、その点を官

側が料金収入という形で担保した上で、適切

な経営、サービス提供が行われているのかを

監督する、という考えに基づいている。 
このように、コンセッション方式を単なる

包括的な業務委託の延長として捉えるのでは

なく、官側の役割をインフラ事業の「サービ

スプロバイダー（提供者）」から「コミッショ

ナー（監督者）」へ意識転換を行うことが必要

である。すなわち、住民に対し公務員が直接

サービスを提供するのではなく、サービスを

行うプロバイダーを住民の視点も持って監督

するという役割である。 
このような役割においては、現在のみなら

ず長期にわたり安定的にサービスの提供が行

われるよう、提供者の監督を行う義務を行政

が負うことになり、場合によっては適切な投

資のための適切な料金の設定等をサービス提

供者に認め、それを住民に対し説明していく

ことが求められる。 
今後、わが国の財政状況は一層深刻な状況

を迎えることが予想される。その中で、イン

フラサービスを維持していくためには、国民

全体が「受益したサービスに対する料金対価

を負担する」という原則をいま一度認識し直

す必要がある。つまり、場合によっては料金

の値上げ等の負担が生じることも受け入れる

必要があろう。しかしながら、その場合には、

これまで以上にその料金の中身やその使われ

方において合理性や透明性を求めなければな

らない。そのような観点からも、前述のよう

な官民連携の手法が有効に機能するものと考

える。 

今後、見込まれる法改正の機会を捉え、自

治体をはじめとする多くのインフラサービス

提供主体において、このような既存資源の有

効利用やコンセッション方式などの導入検討

を進めていただく参考となれば幸いである。 
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１．はじめに 

 
戦後、日本の製造業は高い競争力を持って

いた。その競争力を育成・維持する制度の一

つとして、技能検定制度がある。現在、技能

検定制度は約 130 に及ぶ職種について実施し

ているが、日本経済・産業構造の変容への対

応を迫られている。本稿では、日本経済・産

業の歩みを概観した上で、技能検定の現状と

直面している問題を抽出し、問題の解決策と

して制度の海外運用という考えを提示すると

ともに、企業、日本、対象国にとっての有効

性について言及する。 
 
 
２．「匠の技能」が作り上げた日本製造業の競

争力 

 
製造業を中心としたものづくり産業が、戦

後の日本の発展を支えてきたことは多言を要

しない。 
戦後から 1960 年代にかけて、日本企業は

欧米企業の OEM*１を大量に請け負い、製造

における技能を蓄積してきた。1970 年代には、

OEM から蓄積した技能を活用して海外で独

自のブランドを展開し、1980 年代にかけて、

日本製品が諸外国で圧倒的なシェアを誇るよ

うになった。日本が世界での競争力を高めた

大きな要因として、「裾野を支える技術・人材

の質の高さ」を挙げることができる。具体的

には、①高度なコア技術を持つ中小企業の存

在、②研究開発などの上流工程への製造現場

の積極的な参加とそれを支える現場の「考え

る社員」の存在である。諸外国と比較しても、

これらの裾野の優位性が極めて高い。 
上流工程への製造現場の積極的な参加を例

にとると、トヨタ自動車㈱の「カイゼン」に

見られるような、「なぜ」を繰り返し、現場で

問題解決を図る仕組みが構築されている。製

造現場で行われる改善活動は、設計部門等の

生産プロセスに対してもフィードバック（問

題提起）され、製造部門と設計部門が一緒に

問題解決を図るなど、改善のスパイラルは部

門を越えて浸透していく。このように現場の

「考える社員」の核となり、日本の製造業を

支えてきたのが、技能労働者、とりわけその

頂上に位置する熟練技能者である。熟練技能

者は、顧客にとっての付加価値を直接作りだ

すだけでなく、企業を土台から支えることに

より、間接的な付加価値を作りだすことにも

貢献している。 
このように、日本のものづくり産業を支え

てきた熟練技能者であるが、その育成におい

て中核的な役割の一つとして機能してきた仕

組み・制度として「技能検定制度」がある。

ここでは技能検定制度を振り返り、今後の技

能育成の方向性を検討したい。 
 
 

 
日本の制度の国外での活用可能性 －技能検定制度を事例とした一考察－ 

 

㈱野村総合研究所  社会産業コンサルティング部  主任コンサルタント  山口 高弘 
                         コンサルタント    田中 成幸 

*1 Original Equipment Manufacturing：製造を発注した企業のブランドで販売される製品を製造すること
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３．「匠の技能」を支える技能検定 

 
１）技能検定とは 

日本の製造業が「匠の技能」を育成してき

た背景・仕組みはいくつか挙げられるが、こ

こでは大きな役割を果たしてきた「技能検定

制度」を取り上げる。 
技能検定とは、職業能力開発促進法に基づ

き、労働者の有する技能を一定の基準によっ

て検定し、これを公証する国家検定制度であ

る。1959 年度に旧職業訓練法に基づいて、5
職種（機械工、板金工、仕上工、建築大工、

機械製図工）で実施して以来、産業界からの

要望等に応じて職種の追加や統廃合が行われ、

2010 年 3 月時点で 136 職種の技能検定が実

施されている。なお、技能検定制度開始から

2008 年度まで、累計で約 400 万人が合格し

ている。技能検定は、一部の職種を除いて、

特級、1 級、2 級、3 級の等級に区分して試験

を実施することとされており、1 級及び特級

は、技能の熟練度が高いことを示す。 
 
２）技能の本質と技能検定 

技能検定の持つ技能強化に向けた効果につ

いて論じてみたい。その前提として、強化対

象となる熟練技能の持つ付加価値について整

理しておく。 
付加価値の一つは、顧客の目に見えやすい

「製品の品質の高さ（品質力）」の向上への貢

献である。高度な技能を用いて生み出される

付加価値の高い製品や品質力は、適正な価格

や製品、サービス、企業のブランドイメージ、

顧客満足度の向上などにつながっていく。こ

の「製品の品質の高さ」は、顧客の目に見え

やすい点から、「表の競争力」と呼ぶことがで

きる。 
もう一つは、顧客の目には直接は見えてこ

ない「裏の競争力」であり、これは二つの要

素からなる。一つ目の要素は、開発・調達・

生産・販売・サービスという一連の製品やサ

ービスを作りだすためのプロセスの効果性・

効率性を高める「業務プロセス力」である。

従業員の技能が向上することにより、無駄な

プロセスを省いて付加価値の高いプロセスに

集中して取り組むなど、業務プロセス力の向

上につながる。二つ目の要素は、業務プロセ

ス力を下支えしている従業員の持つ価値観の

共有やメンバー間の関係性の構築、従業員の

コミュニケーション力などの「組織能力」で

ある。熟練技能者育成に実績のある企業では、

顧客が求める水準に到達するために、技能者

がどのように自らの技能を発揮し、相互に結

びつけるのかという共通の価値観・ベクトル

の形成や教え合いにより、技能を高め続ける

関係の構築などを実現する場合が多い。 
 

 
図表１ 経営戦略上の技能者の位置付け 

顧客に対する便益の提供

価格、ブランド、広告効果
ＣＳ（顧客満足度）

開発・調達・生産・販売・サービスという
一連のプロセスの生産性の向上

共有された価値観
メンバー間の関係性（教え合う関係など）
コミュニケーション力
ノウハウ、カタ、業務知識

技能検定裏
の
競
争
力

顧客価値

組織能力

業務プロセス力

表
の
競
争
力

製品・品質力
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３）付加価値創造の源泉をサポートする技能

検定 

①表の競争力：「製品・品質力」向上に対す

る技能検定の意義・効果 

製品やサービスの品質に対して、実際に

モノを購入したりサービスを受けたりする

顧客が、必ずしも明確かつ適切な評価尺度

を持っているわけではない。特に、購入検

討段階やサービスを受ける前は、正確な評

価を下すことが困難である場合が多い。そ

のため、「技能者」のレベルを示すことで、

製品やサービスの品質の高さがわかる客観

的評価尺度として、技能検定は広く活用さ

れている。 
 

②裏の競争力向上に対する技能検定の意

義・効果 

◇業務プロセス力向上に対する意義・効果 

技能検定は、当該職種において求められ

る技能と知識を網羅的に包含しているため、

製品の完成やサービスの完了に至る連続的

な工程での技能を身につけなければ合格で

きない。通常の業務では工程の一部のみを

担っている場合でも、工程全体を理解する

ことで、生産性の向上を考えられるように

なる。 
この他に、技能検定では一つひとつの技

能の「原理原則」を身に付けることができ、

業務プロセスにおいて問題が生じた場合な

どに原理原則に立ち返って「なぜ」を繰り

返し、現場で問題解決を図ることができる。

また、原理原則は自らが担当する業務プロ

セスだけでなく、根底を流れる原理原則を

意味している。例えば、製造業の場合は製

造現場だけでなく、設計部門等の他のプロ

セスとの対話を促進することにもつながる。 
 

◇組織能力向上に対する意義・効果 

「優良」と呼ばれる企業では、基本的な

原理原則を押さえた上で、それを土台とし

て独特のノウハウやカタを築き上げ、オリ

ジナリティを追求している。技能検定は、

土台としての基本を押さえることに貢献し

ているといえる。 
また、技能検定で身につけた知識、技能

が共通言語となり、相互の意思疎通を円滑

化させる効果もある。さらに、熟練技能者

や先輩社員から技能検定受験を控えた社員

に対して実地での訓練により技能の伝承を

図るなど、社内で教え合う関係が構築され

ている場合は、教える側が原理原則を理解

しているため、教え方も的確になるという

効果もある。 
 
 
４．技能検定制度が抱える問題点 

 
日本のものづくりの付加価値創造に寄与し

てきた技能検定制度であるが、ものづくり産

業の競争力強化に向けた仕組みとして、対応

しなければならない二つの大きな問題を指摘

し得る。一つは、検定制度の内容と制度利用

者である産業のニーズとの不一致に関する問

題点、もう一つはものづくり従事者の減少に

伴う検定対象者の減少という問題点である。 
 
１）ものづくり産業が抱える課題と技能検定

のミスマッチ 

技能検定制度について以前から言われてき

た問題としては、検定職種が時代の産業構造

に合致しなくなってきている点である。 
日本の産業は労働集約的な産業から資本集

約的な産業へ、さらに第三次産業化、情報通

信やハイテク産業といった知識集約的な産業

へと変遷してきた。現行の技能検定制度の問

題の一つは、現在約 130 ある検定職種が、そ

ういった領域までをカバーしきれていない点

にある。 
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例えば、繊維産業に対応する検定職種とし

ては、「染色」、「ニット製品製造」、「婦人子供

服製造」、「紳士服製造」、「和裁」、「寝具製作」、

「帆布製品製造」、「布はく縫製」など、8 つ

の検定職種が設けられている。しかしながら、

繊維産業は 1985 年に 120 万人弱の従業者を

抱えていたものの、その規模は年々減り続け、

経済産業省の工業統計によれば、2008 年時点

では約 30 万人にまで減少している。従業員

10 人以上の事業所で言えば、その従業員の割

合は全産業の 4％にも満たない。 
一方で、今後、継続的に拡大し、従業者数

の増加が予想される知識集約型産業（情報通

信産業、バイオテクノロジー、ファッション・

デザイン）分野における検定職種はほとんど

整備されていないか、既存の検定課題の一分

野として位置付けられていることが多い。 
ここでは繊維産業という事例を提示したが、

同様の指摘は、建設関係や金属加工関係とい

った職種についても当てはまる。つまり、現

行の技能検定は、20 世紀まで日本経済にとっ

て重要な位置を占めていた産業を網羅してい

る反面で、現在および今後の成長産業に手を

伸ばしきれていない制度の成熟化という問題

を抱えている。技能検定制度が日本の産業構

造の変容にどのように適応していくのかを考

える時期にあるといえよう。 

２）ものづくり従事者の減少による検定対象

者の減少 

技能検定制度のもう一つの問題は、日本の

人口そのものの減少である。この問題は技能

検定との関連で語られることが少なく、言う

なれば潜在的な問題であるといえよう。しか

し、どの職種も直面する問題であるという意

味では、技能検定制度そのものに対する問題

でもある。 
2010 年の日本の総人口は約 1 億 2,000 万

人である。国立社会保障・人口問題研究所の

推計によれば、この値は 2030 年には 1 億

1,152 万人へと約 9％減少する。さらに、2046
年には 1 億人に、2055 年には 9,000 万人を

割り込むとされている。 
また、生産年齢人口（20‐64 歳とする）に

ついては、2010 年の 7,522 万人から 2030 年

には 6,305 万人へと、約 1,400 万人減少する

と推計されている。つまり、生産年齢人口比

率は同期間に 59.1％から 54.7％に低下する

ということである。 
日本の人口減少および技能検定制度の主な

受験者と考えられる生産年齢人口の減少は、

今後、同制度の運用を考えていく上で大きな

影響を及ぼすと考えられる。 
 

 
図表２ 2005 年から 2055 年の日本の労働力人口の推移 
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出所）国立社会保障・人口問題研究所 将来推計人口データベース（出生中位死亡中位推計） 
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３）技能検定制度を運用していく上での課題

と解決策について 

このような問題を克服するための課題は非

常にシンプルである。それはマーケットニー

ズと検定種目との調整と、それによる受験者

数の拡大である。しかし、課題がシンプルで

あっても、その課題を解決することが簡単と

いうわけでは決してない。 
現在、技能検定制度の課題解決策として提

案されているものは、例えば、受験者数の少

なくなった検定種目の統廃合や新しい検定種

目の開設、技能検定制度の必要性、メリット

を可視化し、それを技能士や経営者に対して

PR していく。あるいは、今後、ものづくり

の世界に参入していく若年者向けのイベント

を開催し、同制度の存在についての認知度を

高めるといったプロモーション施策などが挙

げられる。 
確かに、これらの方法は、技能検定制度の

受験者数を増やし、同制度をよりスリム化し

て効率的な運営を実現するかもしれない。し

かしながら、これらの施策は、日本の総人口、

労働力人口の減少という問題に対して、技能

検定制度がどのように対応していくかという

面での解決策としての効果をそれほど期待で

きない。 
 
４）制度そのものの海外輸出 

日本の人口減少という避けることのできな

い問題に直面する中で、技能検定制度をどの

ように運用していくか。その一つの可能性と

して考えられるのは、技能検定制度の国外（主

にアジア）輸出という考え方である。 
一見、非現実的に思えるこの方法を支持す

る根拠として、アジアの人口、輸出相手国の

ニーズ、日本企業のニーズという三つの点を

挙げたい。 

第一に、アジアの人口が急激に増加してい

るという点である。中国やインドなどのアジ

ア諸国においては、人口が減少していく日本

とは対照的に、2030 年まで人口が増加し続け

ると予想されている。2010 年比で言えば、中

国が 10％程度増加して 14 億人に到達する。

インドは、その人口規模を追い抜き世界第一

位になるとされており、パキスタンやバング

ラデシュといった国も、急激な人口増加局面

に突入するとされている。日本という範囲か

ら、人口増加が著しいアジア諸国までを視野

に入れれば、制度を運用する対象領域は大き

く広がる。 
しかし、アジアの人口が多いからといって、

技能検定制度が受け入れられるわけではない。

輸出先の国に、技能検定で得られるノウハウ

に対するニーズがなければ受容されない。 
実際には、外国が日本の製造業のノウハウ

を学ぶことに対するモチベーションは低くな

いことが窺われる。 
JITCO（国際研修協力機構）のデータによ

れば、日本には 2009 年度に約 8 万人の外国

人が技能研修のために来日し、約 6 万人の外

国人が技能研修を経た後に技術習得に移行し

ている。日本への渡航には、就労先の企業が

受入れ機関の取引先、合弁企業であることな

どの条件が設けられ、また、必要なコストの

大きさなどを考慮すると、日本の技能を吸収

したいというモチベーションを持った外国人

の規模は、図表３に示された数値よりも大き

いと考えられる。これらのことから、海外に

おける技術習得のニーズを持った外国人労働

者の規模は決して小さくないと考えられる。 
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図表３ 在留資格受入実習生の推移 
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出所）JITCO ホームページ 

 
図表４からは、実習生の研修内容は「機械・

金属関係」や「繊維・衣料関係」といった、

国内での実施ニーズが薄れてきている領域で

あることが見て取れる。 
これらのデータから、海外への技能検定制

度を輸出することで、受験者数の拡大と、既

存の技能検定職種の活用可能性の拡大を示唆

していると捉えることができる。 
また、海外市場の拡大に伴って、国外生産

拠点を設立した多くの日本のグローバル企業

にとっても、日本の技能検定制度の海外輸出

はプラスに機能すると考えられる。日本と同

じシステムを利用することで、育成する人材

の技能スキルを揃え、技能検定を人事制度に

組み込んでいる企業であれば、同様の人事制

度を海外でも適用することが可能になるかも

しれない。海外での日本企業の成功は、最終

的には日本への利益の還元という形に表れる。

それをサポートするという目的のもと、技能

検定制度を海外に普及させることは、同制度

の意義を損なわないと考えられる。 
技能検定制度を実際に導入するに当たり、

対象国のニーズ調査とそれに合致した技能検

定の職種の選択、教材などの現地語への翻訳

などが必要になる。また、技能は文字や動画

などだけでは伝えきれないと考えられるため、

国内人材の海外派遣や、実習生に対する技能

指導スキルの付与などを行うことにより、直

接的な指導ができる体制を整える必要がある

だろう。 
 

図表４ 実習生の実習分野 
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出所）JITCO ホームページ「職種別技能実習移行申請者の推移」 
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５．おわりに 

 
戦後の製造業はその高品質かつ均質な製品

によって、国内外で高い評価を得てきた。そ

して、その作り手たる技能者を育ててきたの

が技能検定制度といえる。 
しかしながら、日本経済、産業構造の変容

とともに、検定職種の一部では、受験者の減

少や検定内容が現場で求められる知識と乖離

するなどの問題も見られるようになった。こ

のような、いわゆる制度の成熟化という問題

に対しては、これまでも多くの解決策が検討

されてきた。しかし、長期的に日本の人口が

減少することがほぼ明らかになった今日にお

いては、より抜本的な解決策を模索する必要

があるのではないだろうか。 
本稿では、技能検定制度の海外での運用と

いう方法を提示することにより、検定制度活

用の可能性に言及した。制度そのものを海外

で展開する事例の一つとして、インドネシア

への日本の省エネラベリング制度の展開など

が挙げられよう。このような先行事例を参考

にしつつ、技能検定の国外展開を検討してい

く必要がある。 
また、アジア諸国にとっても、日本の技術

は魅力が大きい。海外への協力の一つのあり

方として、人材育成から工業団地の建設、発

電所や水道などのインフラまでを 1 セットで

提供する際、そのラインナップの一つとして

技能検定制度を組み込む方法も有効であろう。 
このような協力のあり方は「ハードからソ

フトへ」の支援を掲げる現政権の方向性とも

軌を一にするものと言える。技能検定という

日本の強みと結びつく資産を見直し、日本経

済や産業の現状を鑑みて、外部化されている、

また外部化されていくであろう分野の検定職

種については、海外というこれまでとは異な

る場で活用していくことを検討する時期がき

ているのではないだろうか。 
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